業務チェックリスト
（ 相　続　税　用 ）
年　　　月　　　日
	関与先名
	     

 FORMTEXT 

	
	税理士
	
	 eq \o\ac(○,印)

	事業年度
	  年  月  日～  年  月  日・平成  年分
	
	担 当
	
	 eq \o\ac(○,印)

	代理権限証書 （ 有・無 ）　書面添付 （ 有・無 ）
	
	
	
	


■ 申告準備に関する事項
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.戸籍謄本で相続人を確認したか。
	
	

	2.遺言書の有無を確認したか。
	
	

	3.相続放棄、限定承認、遺贈等を確認したか。
	
	

	4.分割協議書作成を確認したか。
	
	

	5.相続人全員の印鑑証明書はそろっているか。
	
	

	6.相続人の中に障害者の有無を確認したか。
	
	

	7.相続人の中の未成年者の有無を確認したか。
	
	

	8.相続人の個人番号を確認したか。
	
	

	9.成年被後見人の有無を確認したか。
	
	

	10.贈与税の納税猶予の特例の適用を受けた農地等および非上場株式等を確認したか。
	
	

	11.相続開始前３年以内に被相続人から贈与を受けた財産を確認したか。
	
	

	12.相次相続控除を確認したか。
	
	

	13.在外財産に対する相続税額の控除を確認したか。
	
	

	14.相続時精算課税適用者の有無を確認したか。
	
	

	15.財産を取得した者のうち２割加算の対象となる者を確認したか。
	
	

	16.被相続人の所得税及び消費税について、準確定申告書の提出は期限内に行われているか。
	
	

	17.過去の不動産譲渡・満期保険等の臨時収入及び臨時的な現金収入確認をしたか。
	
	


■ 検討項目（相続財産）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.不動産

（土地･建物）
	(1)未登記の不動産を確認したか。
	
	

	
	(2)不動産の中の共有物を確認したか。
	
	

	
	(3)先代名義の未分割不動産を確認したか。
	
	

	
	(4)他の都道府県、市町村に所在する不動産を確認したか。
	
	

	
	(5)国外に所有する不動産を確認したか。
	
	

	
	(6)借地権及び耕作権を確認したか。
	
	

	
	(7)貸付地｢土地の無償返還に関する届出書｣等を確認したか。
	
	

	
	(8)農地・山林の縄延びを確認したか。
	
	

	
	(9)配偶者居住権について確認したか。
	
	

	2.事業(農業)用

財産
	(1)事業用財産・農業用財産を確認したか。
	
	

	3.有価証券
	(1)株式・出資金・公社債・貸付信託等を確認したか。
	
	

	
	(2)国外に所有する有価証券等を確認したか。
	
	

	
	(3)増資等による株式の増加分・単元未満株式を確認したか。
	
	

	
	(4)募集株式引受権、配当期待権を確認したか。
	
	

	
	(5)被相続人に帰属する有価証券等を確認したか。
	
	

	4.現金・預貯金
	(1)相続開始日現在の残高を確認したか。
	
	

	
	(2)既経過利息の計算の確認をしたか。
	
	

	
	(3)被相続人に帰属する現金・預貯金を確認したか。
	
	

	
	(4)相続開始直前の現金・預貯金の動き及び３年前までの大口出金を確認したか。
	
	

	
	(5)国外の預貯金を確認したか。
	
	

	5.家庭用財産
	(1)家庭用財産を確認したか。
	
	

	6.生命保険金・

　退職手当金等
	(1)生命保険金の確認及び受取人を確認したか。
	
	

	
	(2)生命保険契約に関する権利を確認したか。
	
	

	
	(3)被相続人が保険料を負担していた家族名義等の生命保険を確認したか。
	
	

	
	(4)退職金を確認したか。
	
	

	
	(5)退職金に準ずる弔慰金等を確認したか。
	
	

	7.立木
	(1) 樹種・樹齢等の標準価額を確認したか。
	
	

	8.その他の財産
	(1)貸付金、前払金等を確認したか。
	
	

	
	(2)自動車・バイク・船舶等を確認したか。
	
	

	
	(3)貴金属・書画・骨董等を確認したか。
	
	

	
	(4)ゴルフ会員権・リゾートクラブ会員権等を確認したか。
	
	

	
	(5)庭園設備を確認したか。
	
	

	
	(6)未収給与・未収配当金を確認したか。
	
	

	
	(7)未収地代・家賃・未収入院給付金等を確認したか。
	
	

	
	(8)電話加入権を確認したか。
	
	

	
	(9)著作権・特許権・営業権等を確認したか。
	
	

	
	(10)準確定申告の還付金を確認したか。
	
	

	
	(11)その他の財産を確認したか。
	
	

	
	(12)被相続人から贈与を受けた財産のうち、教育資金及び子育て資金に係る贈与税の非課税制度を適用した預金残高の有無を確認したか。
	
	


■ 検討項目（債務・葬式費用）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.債務
	(1)借入金等の債務を確認したか。
	
	

	
	(2)未納税金等を確認したか。
	
	

	
	(3)預り金（敷金・保証金等）を確認したか。
	
	

	2.葬式費用
	(1)通夜・葬式費用以外の費用を確認したか。
	
	

	3.その他
	(1)控除できないものについて確認したか。
	
	


■ 検討項目（相続時精算課税）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.相続時

精算課税
	(1)相続時精算課税の適用を受け相続人に贈与した財産を加算したか。
	
	

	
	(2)相続時精算課税の適用について、必要な書類を添付したか。
	
	


■ 検討項目（生前贈与加算）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.生前贈与財産の加算
	(1)相続や遺贈によって財産を取得した者が、被相続人から相続開始前７年以内に暦年課税による贈与を受けた財産の確認をしたか。（基礎控除以下のものを含む）
	
	

	
	(2)被相続人から相続開始前に７年以内に暦年課税による贈与を受けた財産を加算したか。また、令和9年1月1日から令和12年12月31日の期間（経過措置期間）に相続が開始した場合に、相続開始前3年以内に贈与により取得した財産以外の財産（相続開始前4年から7年以内）については、その財産の価額の合計額から100万円を控除しているか。
	
	

	2.加算対象期間の確認
	令和5年度税制改正による生前贈与加算のスケジュールを確認しているか。
(1)贈与の時期　～令和5年12月31日まで
加算対象期間は相続開始前3年間
(2)贈与の時期　令和6年1月1日～
　①相続開始日　令和6年1月1日～令和8年12月31日せ
　　加算対象期間は相続開始前3年間
　②相続開始日　令和9年1月1日～令和12年12月31日
　　加算対象期間は令和6年1月1日～相続開始日
　③相続開始日　令和13年1月1日～
　　加算対象期間は相続開始前7年間

(1)2023年（令和5年）の税制改正により生前贈与加算の持ち戻し期間が3年から7年へと延長
	
	


■ 検討項目（財産評価）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.土地
	(1)土地の現況地目の判定は適正か。
	
	

	
	(2)実測面積での評価を確認したか。
	
	

	
	(3)路線価・倍率方式での評価地の場所を確認したか。
	
	

	2.宅地
	(1)貸宅地の地上権又は借地借家法に規定する借地権の目的に適合しているか。
	
	

	
	(2)貸家建付地の建付地割合を確認したか。
	
	

	
	(3)借地権の借地権割合を確認したか。
	
	

	
	(4)地上権の法定地上権割合を確認したか。
	
	

	
	(5)正面路線の判定は奥行価格補正率を乗じた後の判定を行ったか。また、同額の場合の路線に接する間口の正面路線の確認を行ったか。
	
	

	
	(6)地区の異なる２路線に面する場合の正面路線の判定を行ったか。
	
	

	
	(7)間口が狭い宅地等や奥行が長大な宅地の「間口狭小補正率」「奥行長大補正率」の調整率の判定を行ったか。
	
	

	
	(8)不整形地は、かげ地割合等に基づき「不整形地補正率」により評価を行ったか。
	
	

	
	(9)無道路地やがけ地の評価を確認したか。
	
	

	
	(10)私道に関しては、道路の現況より利用状況にて判定を行ったか。
	
	

	
	(11)路地等４メートル未満の道路に面している宅地のセットバック評価を行ったか。
	
	

	
	(12)倍率方式による評価は評価倍率を確認したか。
	
	

	
	(13)「地積規模の大きな宅地」の評価は要件を満たしているか確認したか。
	
	

	
	(14)都市計画道路予定地の区域内にある宅地の評価は補正率を確認したか。
	
	

	
	(15)路線価の設定されていない道路のみに接している土地については、特定路線価により評価しているか。
	
	

	
	(16)棚卸資産である不動産の評価は適正であるか。
	
	

	3.農地

（田・畑）
	(1)農地（田・畑）の区分、都市計画法による区分及び農地法等による区分にて評価上の区分を確認したか。
	
	

	
	(2)市街地農地、宅地造成費相当額を控除したか。
	
	

	
	(3)市街地周辺農地、２０％評価減を行ったか。
	
	

	
	(4)中間農地・純農地、評価倍率を確認したか。
	
	

	
	(5)生産緑地、規定に基づく減額等が行なわれているか。
	
	

	
	(6)貸し付けられている農地は、耕作権又は永小作権等の価額の控除を行ったか。
	
	

	
	(7)耕作権は、農地法の許可を受けているかの確認後、減額を行ったか。
	
	

	
	(8)永小作権は、永小作権割合を乗じて行ったか。
	
	

	
	(9)農業投資価格を確認したか。
	
	

	4.山林

（原野･牧場･池沼)
	(1)市街地山林は、宅地造成費相当額を控除したか。
	
	

	
	(2)中間・純山林は、評価倍率を確認したか。
	
	

	
	(3)保安林・貸し付けられている山林・分収林等の評価方法を確認したか。
	
	

	5.鉱泉地
	(1)固定資産税評価額を確認したか。
	
	

	6.雑種地
	(1)評価地の状況を確認し類似する付近の土地の価額と確認したか。
	
	

	
	(2)貸し付けられている雑種地、賃借権又は地上権等の価額を確認したか。
	
	

	
	(3)雑種地に係る賃借権、賃貸借契約の内容及び利用状況等を勘案し確認したか。
	
	

	7.その他の土地
	(1)ゴルフ場用地、評価地が市街化区域であるか、またはそれに近接するか等を確認したか。
	
	

	
	(2)遊園地、運動場、競馬場その他これらに類似する施設の用に供する土地、それぞれ確認したか。
	
	

	8.家屋・構築物
	(1)固定資産税評価額を確認したか。
	
	

	
	(2)貸家・借家権割合及び賃貸割合の確認をしたか。
	
	

	
	(3)借家権、その権利が取引される慣行である地域か確認したか。
	
	

	
	(4)建築中の家屋、費用現価の確認及び３０％評価減を行ったか。
	
	

	
	(5)門・塀等の設備、再建築価額の算定及び定率法による減価償却控除を行ったか。
	
	

	
	(6)庭園設備等、調達価額の確認及び３０％評価減を行ったか。
	
	

	9.事業(農業)用
財産
	(1)決算書に基づき確認したか。
	
	

	10.有価証券
	(1)上場株式等
・課税時期の終値及び３ヶ月の終値の月平均額との低い価額を選択したか。

・利付債・割引債を額面で評価していないか。
	
	

	
	(2)取引相場のない株式(出資)
・会社の規模及び株主の態様に応じ評価方式の確認を行なっているか。
	
	

	
	①自社株式の保有の有無について確認を行っているか。
	
	

	
	②特定評価会社の該当について確認したか。
	
	

	
	③類似業種の業種区分を確認したか。
	
	

	
	④法人資産としての計上されていない借地権等がないか確認したか。
	
	

	
	⑤機械等に係る割増償却額の修正計上を行なっているか。
	
	

	
	⑥法人の受取生命保険金及び生命保険の権利評価の資産計上を行なっているか。
	
	

	
	⑦繰延資産の資産計上をしていないか確認したか。
	
	

	
	⑧準備金、引当金を負債計上していないか確認したか。
	
	

	
	⑨死亡退職金が負債計上されているか確認したか。
	
	

	
	⑩受取生命保険金の保険差益について、法人税相当額を負債計上されているか確認したか。
	
	

	
	⑪未納租税公課の負債計上がされているか確認したか。
	
	

	
	⑫３年以内に取得した土地建物等は、「通常の取引価額」で計上されているか確認したか。
	
	

	11.立木

	(1)評価に当たっては、森林地の地積調査を行なっているか。
	
	

	
	(2)森林地域ごとの標準価額を基に評価しているか確認したか。
	
	

	
	(3)立木価額の８５％相当額によって評価しているか確認したか。
	
	

	
	(4)森林法等に基づき制限を受ける保安林等の立木については伐採区分により控除を行なっているか。
	
	

	12.ゴルフ会員権
	(1)会員権の種類に応じた区分を確認したか。
	
	

	
	(2)取引相場のあるもののうち、預託金等の返還を受ける時期に応じた区分により計算を行なっているか。
	
	

	
	(3)通常の取引価格の７０％相当額を計上しているか、また通常の取引価格を確認したか。
	
	

	
	(4)取引相場のないもののうち、株主会員のものは財産評価基本通達に基づいて評価した株式の価額で行なっているか。
	
	

	
	(5)プレー権しかないものについて、評価を行なっていないか。
	
	

	13.抵当証券
	(1)抵当証券業者が販売するものと、それ以外のものとに区分して評価しているか。
	
	

	14.書画骨董品
	(1)販売業者の有するものは棚卸商品として計上されているか。
	
	

	
	(2)売買実例価額、精通者意見価格等を参酌して評価されているか。
	
	

	
	(3)骨董品・美術品台帳を確認したか。
	
	

	15.生命保険契約に関する権利
	(1)解約返戻金の額による評価をしているか。
	
	


■ 検討項目（特例）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.小規模宅地等
	(1)同居親族又は被相続人と生計を一にしていた親族が特定居住用宅地等の適用を受ける場合に必要な書類を添付しているか。
	
	

	
	(2)非同居親族が特定居住用宅地等の適用を受ける場合に必要な書類を添付しているか。
	
	

	
	(3)事業承継親族が特定事業用宅地等の適用を受ける場合に必要な書類を添付しているか。
	
	

	
	(4)特定同族会社事業用宅地等の適用を受ける場合に必要な書類を添付しているか。
	
	

	
	(5)不動産貸付用（不動産業、駐車場業、自転車駐車場業及び準事業）の宅地等について、特定事業用宅地等として８０％減をしていないか。
	
	

	
	(6)特定居住用宅地は取得者ごとの居住継続、所有継続要件を満たしているか。
	
	

	
	(7)面積制限の計算を適正にしているか。
	
	

	
	(8)未分割の宅地を適用していないか。
	
	

	2.特定計画山林
	(1)特例を適用する場合に必要な書類を添付しているか。
	
	


■ 検討項目（納税猶予）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.納税猶予
	(1)期限内申告であるか確認したか。 
	
	

	
	(2)遺言書があるか又は遺産分割協議書があるか確認したか。
	
	

	
	(3)必要な書類を添付しているか。
	
	

	2.農地等
	(1)被相続人は死亡の日まで、農業を営んでいたことを確認したか。
	
	

	
	(2)贈与税の納税猶予の特例の適用を受けていた場合、特例適用者は相続人であり、かつ、申告期限までに農業経営を開始しているか。また、その農地等が特例対象となることを確認したか。
	
	

	
	(3)特例適用対象が、現況が農地等以外の土地あるいは特定市街化区域農地等（都市営農農地等を除く）ではないことを確認したか。
	
	

	3．非上場株式等
	(1)先代経営者である被相続人の主な要件①

相続開始前のいずれかの日において、被相続人は会社の代表権（制限が加えられたものを除く）を有していたことがあることを確認したか。
	
	

	
	(2)先代経営者である被相続人の主な要件②

相続の開始直前において、被相続人及び被相続人と特別の関係がある者（被相続人の親族など一定の者）で総議決権数の５０％超の議決権数を保有し、かつ、被相続人が保有する議決権数が経営承継相続人等を除いたこれらの者の中で最も多くの議決権数を保有していたことを確認したか。
	
	

	
	(3)経営承継相続人等の主な要件①

被相続人の親族であることを確認したか。
	
	

	
	(4)経営承継相続人等の主な要件②

相続開始の直前に役員であったことを確認したか（被相続人が６０歳未満で死亡した場合等を除く）。
	
	

	
	(5)経営承継相続人等の主な要件③

相続開始の日の翌日から５か月を経過する日において会社の代表権（制限が加えられた代表権を除く）を有していたことを確認したか。
	
	

	
	(6)経営承継相続人等の主な要件④

相続人及び相続人と特別の関係がある者（相続人の親族など一定の者)で総議決権数の５０％超の議決権数を保有し、かつ、これらの者の中で最も多くの議決権数を保有することとなることを確認したか。
	
	

	
	(7)経営承継相続人等の主な要件⑤
相続税の申告期限まで特例の適用を受ける非上場株式等の全てを保有していることを確認したか。
	
	


■ 検討項目（相続人が事業を承継した場合の各種届出）

	科　　目
	主　な　項　目
	☑
	摘　要

	1.所得税の届出
	(1)個人事業の開業届出書の提出期限
　被相続人の事業を承継した日から1ヶ月以内
	
	

	
	(2)所得税の青色申告承認申請書の提出期限
・死亡の日が1月1日から8月31日までの場合は死亡の日から4カ月以内
・死亡の日が9月1日から10月31日までの場合はその年の12月31日まで
・死亡の日が11月1日から12月31日までの場合はその年の翌年2月15日まで
	
	

	
	(3)青色専従者給与に関する届出書の届出の提出期限
相続により事業を承継した日から2ヶ月以内
	
	

	2.消費税の届出
	(1)消費税の課税事業者届出書の提出期限
相続により事業を開始した年の12月31日まで
	
	

	
	(2)消費税課税事業者選択届出書の提出期限
　課税事業者を選択していた被相続人の事業を免税事業者である相続人が承継した場合にはその年の12月31日まで
	
	

	
	(3)消費税簡易課税制度選択届出書の提出期限
　免税事業者である相続人が承継した場合にはその年の12月31日まで
	
	


